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２ （旧）レーザー濃縮技術研究組合の許認可上の位置付け及び管

理状況について 

 (１) （旧）レーザー濃縮技術研究組合の許認可上の位置付け 

    レーザー濃縮技術研究組合は，原子レーザー法ウラン濃縮に

関する試験研究を目的として，平成元年 4 月に核燃料物質の使

用の許可を受け，金属ウランを用いたウランの蒸気特性，レー

ザー光照射による電離回収特性などを評価するため試験を実施

してきた。 

    平成 14 年 3 月に最後の試験を終了し，平成 14 年 12 月に核燃

料物質の使用の変更の許可（平成 14 年 10 月 25 日核燃料物質使

用変更許可申請）を受けて，平成 15 年 4 月より研究設備等の撤

去工事を開始した。その後，平成 17 年 1 月 13 日に核燃料物質

使用廃止届出書を届け出て，研究施設の使用を廃止した。 

    現在は，当社東海第二発電所が核燃料物質使用変更許可（平

成 16 年 11 月 5 日変更申請）を受け，平成 17 年 1 月 13 日にレ

ーザー濃縮技術研究組合より，ウラン廃棄物貯蔵建屋等及びウ

ラン廃棄物の引き渡しを受け管理している。 

 

 

 

 

 

 

 

（旧）レーザー濃縮技術研究組合の配置図 
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(２) ウラン廃棄物の防護措置上の位置づけ 

   ウラン廃棄物は，核原料物質，核燃料物資及び原子炉の規制

に関する法律施行令第三条（防護対象特定核燃料物質）におけ

る「防護対象特定核燃料物質」に該当しないため，防護措置の

対象外になっている。 

   また，ウラン廃棄物の貯蔵保管量は，同施行令四十一条（施

設検査等を要する核燃料物質）で定める取扱量に満たないこと

から，施設検査，溶接検査，保安規定を要する核燃料物質に該

当しない。 

(３) 現状の管理状況 

ウラン廃棄物の貯蔵保管中の管理として，廃棄物及び建屋等

の巡視点検及び放射線管理測定（１回／週），警備管理（常時）

を実施している。 

なお，これら作業は，旧レーザー濃縮技術研究組合の構成員

である 12 者による「レーザー濃縮技術研究組合東海濃縮実験所

の放射性廃棄物の貯蔵保管に関する契約書」（平成 16 年 12 月 20

日締結）に基づき，当社が代表して実施している。 

現状の廃棄物保管状況 

ドラム缶 2,912 本相当 

①機器類（金属・非金属）：1,898 本相当 

②コンクリート類：42 本相当 

③運転中廃棄物（研究開発分）：972 本相当 
 

核燃料物質  最大存在量

・劣化ウラン（未照射）（酸化ウラン，ウラン合金）   

・天然ウラン（未照射）（酸化ウラン，ウラン合金，ウラン鋼）   

・濃縮ウラン（～5wt％，未照射）（酸化ウラン，ウラン合金）   

・濃縮ウラン（5～ 15wt％，未照射）（酸化ウラン）   

 


